
 

                   - 1 - 

 

            令和３年６月７日（月）午後２時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【集計組合数：４１６組合(加重平均)】 

【調査時点：５月２５日現在】 

 

□ 妥 結 額  ５，４２２円（前年：５，９５０円） 
 

□ 賃上げ率  １．８３％（前年：１．９９％） 

 

【調査結果の特徴点】 

■全体平均では、妥結額、賃上げ率ともに３年連続で減少を示す。 

■産業別の妥結額は、非製造業が製造業より高くなっている。 

 

 

■大阪府商工労働部雇用推進室労働環境課は、今年の府内労働組合の春季賃上げの妥結状況

等をまとめました。 

■本集計は、定期昇給及びベースアップ（またはこれらに相当する賃上げ額）の合計額を記載して

います。 

■６月１４日に本調査の詳細分析(同一の組合による対前年比較)を当課ホームページに掲載しま

す。併せてご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

連 絡 先 

大阪府商工労働部雇用推進室労働環境課 

地域労政グループ 吉川・堀・長宗 

▽直 通 06-6946-2606 

◆大阪府労働環境課 ホームページ 

 http://www.pref.osaka.lg.jp/sogorodo/chousa/list3505.html  

右記のＱＲコードからもご覧いただくことができます。 

令和３年 

春季賃上げ要求・妥結状況 最終報 

http://www.pref.osaka.lg.jp/sogorodo/chousa/list3505.html
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本調査の調査対象・集計方法 
■本調査は、府内に所在する約１，７００組合を調査対象として実施し、５月２５日までに妥結額が把握できた 

５７５組合のうち、平均賃金額、組合員数が明らかな４１６組合(１２６，０９９人)について集計(加重平均・組合員

一人あたり平均)しました。 

【集計方法について】 

 加重平均は以下の方法で算出しています。 

 加重平均＝（各組合の妥結額×各組合の組合員数）の合計/各組合の組合員数の合計 

 
経済的背景と要求・交渉経過 
 

（１）経済的背景と労使交渉等の動向 
・内閣府は、２月の月例経済報告において、「景気は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳

しい状況にあるなか、持ち直しの動きが続いているものの、一部に弱さがみられる」とし、先行きについては、

「緊急事態宣言の解除後も感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを引き上げていくなか

で、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、持ち直していくことが期待される。ただし、内外の感染拡大

による下振れリスクの高まりに十分注意する必要がある」と分析しました。 

 

・こうした情勢のもと、金属労協（ＪＣＭ）を構成する大手組合や各産別傘下の組合では、２月下旬までに要求書を

提出し、３月１７日の集中回答日に向けて大手組合を中心に回答の引き出しが進められました。 

 

・集中回答日の直後となる３月１９日に行われた閣議後の記者会見において、田村厚生労働大臣は２０２１年春

闘の結果について「新型コロナウイルス感染症の影響等で先行き不透明感がある中、ベアの回答や定期昇給を

維持する企業があるなどばらつきはあるが、現時点では賃金上昇のモメンタムは失われずに進んでいる」との認識

を示しました。 

 

・さらに、企業の取り組みに関して、同大臣は「テレワーク制度等の拡充や新型コロナウイルス等の感染症にかかる

有給制度の新設など、コロナ禍における新たな働き方改革を進めている」と指摘。今後については、「中小企業も

含めて真摯に労使で話し合いをしていただきながら、賃金上昇、働き方改革、こういった流れを進めていってほし

い」と期待感を示しました。  

  

・内閣府が４月２２日に公表した４月の月例経済報告では、景気の先行きについて、「各種政策の効果や海外経

済の改善もあって、持ち直しの動きが続くことが期待されるが、内外の感染拡大による下振れリスクの高まりに十分

注意する必要がある」との判断が示され、加えて、４月２３日には大阪府を含む４都府県に緊急事態宣言が発出さ

れ、その後、１０都道府県に拡大されたことから、同感染症の感染拡大に伴う経済活動の停滞が懸念されていま

す。  

 

・こうした状況のもと、昨年同様、中小企業を中心に労使交渉の実施や回答の引き出しに遅れが生じていることか

ら、現在も多くの企業労使において交渉が行われています。 
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（２）労働団体及び経済団体の春闘における主張（概要） 
 

労働側 経営側 

○連合「連合白書（202１春季生活闘争の方針と

課題）」（令和 2 年 12 月） 

〈基本的な考え方〉  

・コロナ禍による全世界的な経済活動の停滞は、 

観光・飲食・鉄道など特定の産業に依然として 

大きな影響を与えている。一方で、このコロナ禍の

中、社会機能を支え続けているいわゆるエッセン

シャルワーカー等の処遇は、必ずしもその「働きの

価値に見合った水準」となっていない。 

・「底上げ」「底支え」「格差是正」の取り組みの考え

方を堅持する中で、引き続き、月例賃金の絶対

額の引き上げにこだわり、名目賃金の最低到達 

水準と目標水準への到達、すなわち「賃金水準の

追求」に取り組む。  

  

〈具体的な要求指標〉 

・定期昇給相当分（２％）の確保を大前提に、産業

の「底支え」「格差是正」に寄与する。 

・最大限の「底上げ」に取り組むことで、２％程度の

賃上げを実現する。 

 

 

○全労連・国民春闘共闘委員会「２１年国民春闘 

方針」（令和３年１月） 

 〈基本的な考え方〉  

・コロナ禍のなか、現金給与の総額は所定外給与

が１４．０％減と大幅に落ち込んだ結果、前年度

比で１．３％（８月）減となり、５か月連続で低下し

ており、同時に欧米に比べ、コロナ禍以前からの

賃金低迷を直視する必要がある。 

・8 時間働けば、誰もが人間らしく暮らせる賃金を 

実現するために、大幅な賃金引き上げ・底上げを

求める。 

 

〈具体的な要求指標〉 

・賃上げ要求：月額 25,000 円以上 

時間額 150 円以上  

・最低賃金要求：時間額 1,500 円以上 

 

○経団連「202１年版経営労働政策特別委員

会報告」（令和３年１月） 

〈基本的な考え方〉 

・コロナ禍で行われる今次労使交渉において、

最優先すべきは「事業の継続」と「雇用の維

持」であることを、労使の共通認識として強く 

意識することが求められている。 

 

・こうした認識のもと、外的・内的要素を総合的

に勘案しながら、自社の支払能力を踏まえ、

労使協議を経て企業が決定する「賃金決定の

大原則」が例年に増して重要となる。 

 

・コロナ禍の影響で企業業績はまだら模様の様

相が強まっており、こうした中、業種横並びや

各社一律の賃金引上げを検討することは現実

的ではない。企業労使は、十分に協議を尽く

し、自社の実績に適した賃金決定を行うことが

重要である。 

 

・今次の労使交渉・協議では、アフターコロナを

視野に、新常態（ニューノーマル）やデジタル

革新（DX）に対応できる事業構造への転換を

も見据え、エンゲージメントの高い働き方を 

実現することで、自社の競争力強化につなげ

るべく議論を深めていくことが望まれる。  

 

 ・基本給について、収益が安定的に高い水準

で推移あるいは収益が増大している企業に 

おいては、制度昇給を実施した上で、自社の

実情に適した形で賃金水準の引上げを行うこ

とも選択肢となろう。他方、収益状況が大幅に

悪化し、回復の見通しが立ちにくい企業におい

ては、事業継続と雇用維持を最優先に、労使

交渉・協議を行うことになる。そのような企業に

おいては、ベースアップの実施は困難であり、

制度昇給などを含めて、労使で検討せざるを

得ない場合もあり得る。 
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調査結果の概要 
（１）妥結額・賃上げ率の推移 【P５「妥結額・賃上げ率の年次推移」参照】 

 全体平均では、妥結額 5,422 円(前年:5,950 円)、賃上げ率 1.83％（前年：1.99％）となり、妥結額、賃上げ率と

もに３年連続で減少となりました。 

 

（２）企業規模別の妥結状況 【P６「企業規模別の妥結状況」参照】 

 企業規模別の妥結額をみると、 

「299 人以下」が、4,760 円（対前年比：473 円減、9.0％減） 

「300～999 人」が、5,148 円（対前年比：434 円減、7.8％減） 

「1,000 人以上」が、5,546 円（対前年比：514 円減、8.5％減）となり、全ての規模で２年連続で減少となりました。 

 

（３）産業別の妥結状況 【P７「産業別妥結状況」参照】 

産業別（大分類）の妥結額は、製造業の妥結額平均が 5,341 円、非製造業の妥結額平均が 5,493 円となり、 

非製造業が製造業より高くなっています。 

なお、全体平均（5,422 円）と比べて妥結額が高かった業種は、「建設業（9,369 円）」、「化学（7,394 円）」、 

「情報通信業（6,474 円）」等となりました。 

一方、低かった業種は、「印刷・同関連（2,525 円）」、「生活関連サービス業・娯楽業（3,559 円）」等となりました。 
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■妥結額・賃上げ率の年次推移
【加重平均】

金額 前年との差 賃上げ率 前年との差 金額
(円) (円) （％） （ポイント） （円）

H5 585 10,614 ー 3.93 ―
6 554 8,632 ▲ 1,982 3.12 ▲ 0.81
7 450 8,316 ▲ 316 2.97 ▲ 0.15
8 492 8,289 ▲ 27 2.86 ▲ 0.11
9 453 8,691 402 2.94 0.08

10 391 7,952 ▲ 739 2.64 ▲ 0.30
11 453 6,115 ▲ 1,837 2.04 ▲ 0.60
12 798 5,733 ▲ 382 1.95 ▲ 0.09
13 669 5,957 224 2.02 0.07
14 473 5,086 ▲ 871 1.70 ▲ 0.32
15 473 4,836 ▲ 250 1.63 ▲ 0.07
16 446 4,961 125 1.66 0.03
17 476 5,198 237 1.72 0.06
18 503 5,388 190 1.80 0.08 434 7,883
19 522 5,503 115 1.85 0.05 447 8,361
20 505 5,739 236 1.89 0.04 455 7,448
21 391 5,426 ▲ 313 1.80 ▲ 0.09 364 8,250
22 397 4,903 ▲ 523 1.65 ▲ 0.15 344 6,677
23 363 5,221 318 1.75 0.10 318 7,077
24 417 5,239 18 1.77 0.02 385 6,379
25 409 5,265 26 1.79 0.02 370 6,689
26 395 6,239 974 2.13 0.34 380 8,548
27 400 6,513 274 2.21 0.08 361 10,604
28 417 5,743 ▲ 770 1.93 ▲ 0.28 392 9,408
29 468 5,465 ▲ 278 1.89 ▲ 0.04 411 8,638
30 394 6,463 998 2.18 0.29 374 9,492
R1 337 6,201 ▲ 262 2.11 ▲ 0.07 308 9,660
2 305 5,950 ▲ 251 1.99 ▲ 0.12 287 9,528

3 416 5,422 ▲ 528 1.83 ▲ 0.16 403 8,365

※加重平均集計は平成５年より開始しました。

※要求額は、最終報の調査時点において把握できた組合の集計結果であり、集計を開始した平成18年より記載しています。

※各年の要求額は、その年の最終報時点で要求額・組合員数・平均賃金額が把握できた組合の加重平均を表しています。
　令和３年は、403組合の集計結果を表しています。

年

妥結額 賃上げ率

集計
組合数

要求額

集計
組合数

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

H5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3

図：妥結額・賃上げ率の年次推移 妥結額

賃上げ率
（円） （％）
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■企業規模別の妥結状況

２９人以下 17

３０～９９人 89

１００～２９９人 105

211

81

124

416

■企業規模別　妥結額・賃上げ率の年次推移

※各年の妥結額は、その年の最終報時点で、妥結額・組合員数・平均賃金額が把握できた組合の加重平均を表したものです。

【加重平均】

【加重平均】

企業規模
（従業員数）

集計組合数
平均賃金額

（円）
妥結額
（円）

賃上げ率
（％）

（集計組合数：416組合）

２９９人
以下の
内訳

277,968 1.89

254,166 4,132 1.63

4,921 1.82270,042

5,246

5,546 1.84

 ２９９人以下 266,833 4,760 1.78

 総平均 296,670 5,422 1.83

３００～９９９人 285,813 5,148 1.80

 1,000人以上 301,991

         平成29年          平成30年          令和元年          令和２年          令和３年

妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率
（円） （月） （円） （月） （円） （月） （円） （月） （円） （月）

29人以下 5,337 1.91 3,687 1.37 6,171 2.37 4,256 1.44 5,246 1.89

30～99人 4,614 1.86 5,184 2.01 5,043 1.94 4,591 1.78 4,132 1.63

100～299人 4,788 1.81 5,282 2.00 5,350 2.00 5,461 2.00 4,921 1.82

4,755 1.83 5,244 1.99 5,281 1.99 5,233 1.94 4,760 1.78

5,050 1.83 6,073 2.19 5,789 2.01 5,582 1.93 5,148 1.80

5,653 1.92 6,683 2.19 6,420 2.14 6,060 2.01 5,546 1.84

 

299人
以下の
内訳

299人以下

 
300～999人

 1,000人以上

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

妥結額の年次推移

中小

中堅

大手
1.50

1.75

2.00

2.25

2.50

賃上げ率の年次推移

中小

中堅

大手
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　　（集計組合数：416組合）

【参考】

要求額
（組合） (人） (円) (円） （％） （円）

416 126,099 296,670 5,422 1.83 8,365

292 59,095 300,318 5,341 1.78 7,470

30 5,379 304,690 4,571 1.50 7,337

33 5,245 290,059 5,567 1.92 6,559

4 732 282,438 4,242 1.50 5,509

6 458 267,433 4,888 1.83 6,694

8 2,773 279,011 2,525 0.90 8,248

41 8,121 335,345 7,394 2.20 9,176

1 49 241,824 7,459 3.08 6,837

3 211 240,753 4,018 1.67 5,269

2 202 258,013 4,308 1.67 5,917

29 4,814 291,436 5,060 1.74 8,183

10 798 270,372 5,348 1.98 7,661

40 7,290 260,233 4,939 1.90 6,201

58 13,940 311,047 5,618 1.81 7,650

1 10 296,116 4,650 1.57 8,000

11 2,513 285,944 5,198 1.82 8,223

11 4,299 318,623 6,327 1.99 7,725

4 2,261 310,877 1,819 0.59 4,325

124 67,004 293,453 5,493 1.87 9,317

1 23 248,584 2,500 1.01 4,500

4 1,717 309,170 9,369 3.03 9,447

1 3,484 333,100 7,070 2.12 7,500

15 1,064 346,455 6,474 1.87 10,369

うち、通信・放送

うち、情報サービス 1 11 186,042 1,000 0.54 7,500
うち、情報制作（出版等） 14 1,053 348,130 6,531 1.88 10,399

26 15,643 302,184 4,961 1.64 8,759

うち、私鉄・バス等 4 10,454 307,832 5,847 1.90
うち、道路貨物輸送 9 3,639 317,317 3,041 0.96 10,517
うち、郵便業

うち、その他 13 1,550 228,566 3,487 1.53 4,538

51 32,765 292,817 5,470 1.87 8,945

2 3,233 271,213 4,902 1.81 10,641

うち、金融・保険業 1 200 252,446 6,177 2.45 8,177
うち、不動産業 1 3,033 272,451 4,818 1.77 10,804
うち、物品賃貸業

3 544 264,043 3,826 1.45 4,182

2 537 252,984 5,318 2.10 5,318

3 41 302,412 3,559 1.18 6,862

7 840 292,643 4,509 1.54 33,068

うち、教育・学習支援業 4 96 291,396 3,490 1.20 26,159
うち、医療・福祉 3 744 292,804 4,640 1.58 33,960

9 7,113 261,637 5,461 2.09 9,381

うち、複合サービス事業 3 4,072 234,252 4,907 2.09 10,627
うち、自動車整備・機械修理 1 209 252,644 7,515 2.97 9,441
うち、賃貸・広告業 1 1 263,652 1,900 0.72 3,000
うち、その他 4 2,831 301,691 6,109 2.02 7,587

※要求額は、最終報時点で要求額・組合員数・平均賃金額が明らかな403組合の集計結果を表しています。

非
製
造
業

妥結人数 平均賃金 妥結額 賃上げ率
産業

集計
組合数

農林水産業

全産業計

製
造
業

製造業平均

食料品・たばこ

繊維、衣服

木材、家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷・同関連

化学

石油・石炭製品

プラスチック製品

ゴム、皮革製品

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

機械器具

電子部品・デバイス

電気機械器具

情報通信機械器具

輸送用機械器具

その他の製造

学術研究、専門・技術サービス業

飲食店、宿泊業

生活関連サービス業、娯楽業

医療、福祉、教育、学習支援業

非製造業平均

鉱業・採石・砂利

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

【加重平均】

卸売・小売業

金融・保険業、不動産、物品賃貸業

情報通信業

運輸業・郵便業

複合サービス事業、サービス業

■産業別の妥結状況

※集計数が少ない業種については、平均額の精度が十分に確保できないとみられることから、結果の利用に当たっては御留意ください。
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■産業別　妥結額・賃上げ率の年次推移　

※各年の妥結額は、その年の最終報時点で、妥結額・組合員数・平均賃金額が把握できた組合の加重平均を表したものです。

【参考】

◆単純平均　結果一覧（発表時期別　要求・回答・妥結状況）

令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年

601組合 484組合 110組合 150組合 58組合 73組合

11,546円 11,890円 4,306円 5,846円 5,707円 6,070円

658組合 627組合 415組合 342組合 286組合 288組合

11,393円 13,407円 4,657円 5,216円 5,072円 5,267円

713組合 671組合 542組合 388組合 450組合 313組合

11,574円 13,829円 4,490円 4,917円 4,535円 5,133円

773組合 687組合 616組合 442組合 575組合 365組合

12,729円 13,823円 4,702円 4,889円 4,709円 5,101円

※本表では、平均賃金額や組合員数が把握できたか否かを問わず、要求額、回答額、妥結額の全て

　もしくはいずれかが把握できた組合をすべて集計対象としています。

※その結果、要求組合が773組合、回答組合が616組合、妥結組合が575組合となっています。

◆年間一時金・夏季一時金の回答・妥結状況（最終報時点）

区分

※本集計は、春闘時に賃上げと併せて年間一時金又は夏季一時金の交渉を実施している組合において単純平均し集計を行ったものです。

　なお、夏季一時金の調査結果については、6月15日以降に順次、発表します。

年間一時金

夏季一時金

132組合

最終報

妥結額

1,328,369円

589,098円

内容集計組合数

172組合

回答
妥結

第１報

第２報

第３報

4月20日

5月14日

6月7日

要求 回答 妥結
令和３年
発表日

4月2日

　　    平成29年 　　    平成30年 　　    令和元年 　　    令和２年 　　    令和３年

妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率 妥結額 賃上げ率
（円） （月） （円） （月） （円） （月） （円） （月） （円） （月）

5,705 1.95 6,380 2.14 6,312 2.11 5,998 2.01 5,341 1.78

5,122 1.81 6,586 2.24 6,053 2.11 5,907 1.98 5,493 1.87
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